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株式会社ニーズエージェンシーの株式の取得に関するお知らせ 
 

当社は、平成 22 年７月 30 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ニーズエージ

ェンシーの株式を 380 株（議決権比率 61.2％）取得し、平成 22 年８月 31日付けにて、子会社化

することといたしましたので、お知らせいたします。 

 
 
１．株式の取得の理由 

 
株式会社ニーズエージェンシーは、東京都新宿区に本社があり、平成４年に設立されシステ

ム開発を中心にパッケージソフトの開発、販売を行っている会社であります。 

当社は、同社を子会社化することにより、首都圏において、より強固な営業及び開発基盤を

確立することができ、また、将来にわたり相当のシナジー効果が見込まれるため、同社株式を

取得し、子会社化するものであります。 
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２．異動する子会社の概要 
（１） 名 称 株式会社ニーズエージェンシー 

（２） 所 在 地 東京都新宿区高田馬場３丁目 46 番地 25号 第 18 荒井ビル 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 齋藤 直樹 

（４） 事 業 内 容 
コンピュータシステムの開発／保守／運用／品質検査 
パッケージソフトウェアの開発／販売など 

（５） 資 本 金 40 百万円（発行済株式総数 800 株） 

（６） 設 立 年 月 日 平成４年４月８日 
（７） 大株主及び持株比率 齋藤直樹 47.5％ 吉田敏夫 20.0％ 蜷川浩幸 4.4％ 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本的関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社と

当該会社の関係者の間には、特筆すべき資本関係は

ありません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係は

ありません。また、当社の関係者及び関係会社と当

該会社の関係者の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

（８） 
上場会社と当該会社 
と の 間 の 関 係 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係は

ありません。また、当社の関係者及び関係会社と当

該会社の関係者の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 
（９） 最近３事業年度における業績の動向 

決算期 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

 売 上 高 231 百万円 221 百万円 211 百万円 

 営 業 利 益 △９百万円 10 百万円 ３百万円 

 経 常 利 益 １百万円 10 百万円 ４百万円 

 当 期 純 利 益 １百万円 11 百万円 ４百万円 

 総 資 産 160 百万円 146 百万円 137 百万円 

 純 資 産 85 百万円 96 百万円 102 百万円 

 資 本 金 の 額 40 百万円 40 百万円 40 百万円 

 1 株 当 た り 配 当 金 －円 4,000 円 －円 

（注）株式会社ニーズエージェンシーの決算期は３月ですが、子会社化に伴い決算期を 12 月に変

更する予定であります。 
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３．株式取得の相手先の概要 
氏 名 住 所 上場会社と当該個人の関係 所有 株数 

齋藤 直樹 東京都渋谷区 記載すべき該当事項はありません 380 株 

 
 
４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 
― 株 

（議決権の数：― 個） 

（所有割合 ：― ％） 

（２） 取 得 株 式 数 
 380 株 

（議決権の数：380 個） 

（取得価額 ：10 百万円） 

（３） 異動後の所有株式数 
380 株 

（議決権の数：380 個） 

（所有割合 ：47.5％）（注） 

(注) 株式会社ニーズエージェンシーは、自己株式 180 株を保有しているため、当社の議決権比

率は、61.2％になります。 
 
５．日 程 
（１） 株 式 譲 渡 期 日 平成 22 年８月 31 日 

 
 
６．今後の見通し 

当該子会社化による今期の業績への影響はありません。 

 

 

以 上 


